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内部統制システム構築の基本方針 

 

Ⅰ．当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制 

１．法令、定款及び社会規範を遵守するために太平洋興発グループ企業行動指針及

び太平洋興発グループ企業行動基準を制定する。 

２．法令遵守を徹底するため、経営トップのリーダーシップの下、「財務情報の適

正性」「コンプライアンス遵守状況」「適時開示の実施状況」等を点検、改善

に努める。 

３．内部監査部門として内部監査統制室を設置し、法令遵守体制のチェックを行

う。 

４．当社総務部が主管となって、当社グループへ法令遵守等の実践周知徹底に当

る。 

５．当社は当社グループにおける法令遵守、リスク管理の充実を横断的に推進し、

関係会社役員研修会等において、当社グループ全体で業務の適正を確保するた

めの体制を構築する。また、当社内部監査統制室は関係会社の内部監査を実施

し、結果と改善策を当社取締役会において報告する。 

６．法令及び定款違反行為等を防止するため太平洋興発グループ内部通報規程を制

定し内部通報制度を運用する。 

７．反社会的勢力には毅然として対応し一切関係を持たず、反社会勢力及び反社会

的勢力と関係ある取引先とは、いかなる取引も行わない。 

 

Ⅱ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

１．取締役会規則、稟議規程及び文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情

報を文書または電磁的媒体（以下、文書等。）に記録し、保存する。 

２．取締役、監査役並びに内部監査統制室長は、これらの文書等を常時閲覧できる

ものとする。 

 

Ⅲ．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

１．当社グループはリスク管理規程等に基づき業務別にリスクの洗い出しと対応策

の立案を行っていく。 

２．実際にリスクが発生したときの対応については、グループ経営危機管理規程、

自然災害対応規程等に従って取締役は損失の軽減に努める。 



３．当社の取締役会は当社グループのリスク管理に関する年度計画等を承認し、そ

の計画の進捗状況の把握、改善策の指示を行う。 

４．関係会社は損失の危険等が発生又は発生の恐れがある場合は、直ちに当社に当

該内容・当社グループに与える影響等を報告することとしている。 

 

Ⅳ．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

１．取締役は、社員が全社的に業務目標とすべきアクションプランを期初に策定

し、部店長会議にてその浸透を図る。 

２．取締役はアクションプランの進捗状況を３か月に１回以上の頻度で確認し、状

況に応じて必要な対策を打ち、経営の目標達成と効率化を実施する。 

３．通常の業務に関しては、「業務分掌規程」・「職務権限規程」に則り担当業務

の明確化と権限の移譲が行われ、各レベルの責任者が業務を遂行する。 

 

Ⅴ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

１．関係会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

当社は関係会社取締役会において関係会社各社の業務状況、決算状況等を四

半期毎に報告させ助言指導する。関係会社は「関係会社管理規程」に基づき

当社にあらかじめ関係書類の提出・報告を行うと共に、重要事項については

当社の取締役会の承認を得る。 

２．関係会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制 

当社グループは中期経営計画を策定し、社員への周知徹底と進捗管理を行

う。 

 

Ⅵ．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該

使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項 

１．監査役職務補助のため、監査役と協議の上、監査役を補助すべき使用人を置く

ことができる。監査役は、当該使用人に対し監査業務に必要な事項を指示する

ことができる。 

２．当該使用人が監査役の職務を補助するために行う業務については、取締役等の

指揮命令を受けないこととする。 

３．当該使用人の異動、評価等は監査役会の同意を得るものとする。 

 

 

 



Ⅶ．当社グループの取締役等が監査役会又は監査役に報告をするための体制及び報告

をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

１．当社の取締役及び使用人並びに関係会社の取締役、監査役、使用人は次の場

合、当社監査役会又は監査役に報告するものとする。 

（１）会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき 

（２）重大な法令違反、定款違反があるとき 

（３）会社の重要な業務執行をするとき 

（４）コンプライアンス上重要な事項が発生したとき 

２．当社及び関係会社は当社の監査役会又は監査役へ報告した者に対し、当該報告

をしたことを理由として不利な取扱いをしないこととする。 

３．内部監査統制室長は、内部監査の監査報告書を監査役会又は監査役に回覧す

る。 

 

Ⅷ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

１．当社監査役は監査役監査基準に則り、代表取締役社長、各取締役、関係会社社

長及び会計監査人との意見交換を行い、また、取締役会・部店長会議・情報開

示委員会・関係会社取締役会等に出席して必要に応じて意見を述べる。 

２．当社監査役は上記のほか、内部監査統制室長及び子会社監査役との連携を図っ

ていく。 

３．当社取締役は重要な決裁書類等については監査役に回付する。 

４．当社は当社監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をし

たときは、当該監査役の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速や

かに当該費用又は債務を処理する。 

 

以 上 

 


